
他市との ③　家屋評価でタブレット端末を利用した評価システムを導入している近隣の市町は無い。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 22,036 31,626 合計 22,036,465 円
委託料 21,752,995 円

財
　
源

特定財源 0 0 509 9,200 備品購入費 283,470 円

一般財源 0 0 21,527 22,426

職員人件費　② 0 0 2,861 9,109

総事業費（①＋②） 0 0 24,897 40,735

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 元気な愛知の市町村づくり補
助金（県）

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

５

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 行

令

政経営
施策体系

施策の

和

内容 効率的な行政運営

４

目
　
　
　
的

　税の賦課

年

及び徴収の事務手続等

度

を電子化す

主
た
る
内
容

評

○総合税システムの改

価

修
ることで、市民等の

）

利便性の向上及び事務

刈

の ○新築家屋の評価事

谷

務におけるタブレット

市

端
効率化を図る。 　末

事

の導入

位
置
づ
け

関連計

務

画

根拠法令 地方税法

対

事

象者 事業期間 ～

実施方

業

法 □直営　■委託　□

評

指定管理　□補助・助

価

成　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２年度

計

実績 ３年度実績 ４年度

名

実績 ５年度計画

　 　 ・

担

ｅＬ‐ＱＲを納税通知

当

書に ・標準準拠システ

部

ム導入準備
　 　 　付与

総

・個人住民税特別徴収

務

税額通
　 　 ・軽自動車

部

検査協会との軽自 　知

一

電子化対応システム改

般

修
　 　 　動車税種別割

会

納付情報の連 ・森林環

計

境税導入対応システ
　

賦

　　――――――― 　

課

　　――――――― 　

事

携を実施 　ム改修
・タ

務

ブレット端末による家

シ

屋 ・令和6年度評価替

ス

え対応に係
　評価を実

テ

施 　る家屋評価システ

ム

ムの改修
・土地の評価

改

事務におけるタ
　ブレ

修

ット端末の導入

①ＱＲ

事

コードを活用した多様

業

な納付が可能となった

担

。（ＱＲコードは株式

当

会社デンソーウェーブ

課

の登録商標です）

成果

税

②車検手続において納

務

税証明書の取得及び提

課

示が原則不要となった

款

。

③タブレット端末に

項

よる家屋評価を63棟

目

実施し、評価事務の効

担

率化及び調査に立ち会

当

う所有者の拘束時間の

係

短縮をするこ

とができ

税

た。

課題

指標名称（単

制

位）
実績値 目標値

２年

係

度 ３年度 ４年度 ５年度

2

７年度

活動 賦課事務シ

2

ステム改修進捗率（％

2

） ― ― 100.0 100.0 ―
指標

指標
①及び②　全国の市町村で同様に対応するもの。



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　多様な支払方法のニー

令

ズの高まりや電子化の

和

流れから、
・法的業務

５

普通
税務関係において

年

もＤＸの推進を図る必

度

要がある。
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要
・

令

市民生活上必要である

和

　など

　納税の支払手

４

段を多様化することが

年

できた。
・コストの節

度

減、費用対効果
高い

　

評

車検手続で納税証明書

価

の取得及び提示が原則

）

不要となり
効率性 ・執

刈

行体制の効率性 市民等

谷

の利便性が向上した。

市

・手段の最適性　など

事

　家屋の実地調査の結

務

果を、タブレットに入

事

力することで
記録から

業

計算まで効率的に行う

評

ことができる。
　納税

価

通知や車検用の納税証

シ

明は、市が実施するも

ー

のとな
・市が主体とな

ト

って実施する
普通

って

（

いる。
妥当性 　べき事

様

業であるか 　地方税法

式

で固定資産の評価事務

２

は、原則として市で行

）

う
・総合計画との整合

会

性　など こととされて

計

いる。

　ＤＸの推進に

名

より、市民等の利便性

担

の向上及び事務の効

施

当

策への ・施策への貢献

部

度
普通

率化を図ること

総

ができた。
・目標達成

務

度
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など

今後

一

の方向性 □拡充　■現

般

状維持　□改善・効率

会

化　□縮小　□終期設

計

定　□休止・廃止

　税

賦

制改正に合わせて、シ

課

ステムの改修を続けて

事

いく必要がある。

務システ

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

ム

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

改

評
　
価
　
∨

修事業
担当課 税務課

款 項 目 担当係 税制係

2 2 2



2 39,706 37,500 36,500 34,500
指標 委託件数（件）

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 59,203 57,675 95,549 71,773 合計 95,549,236 円
報酬 10,317,173 円

財
　
源

特定財源 4 3 3 2 職員手当等 1,062,880 円
旅費 215,630 円

一般財源 59,199 57,672 95,546 71,771 需用費 6,183,963 円
役務費 16,408,901 円

職員人件費　② 22,100 22,864 27,519 25,986 委託料 59,571,626 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 81,303 80,539 123,068 97,759 交付金 1,789,063 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 原動機付自転車標識再交付

Ｄ

弁
償金、リサイクル品

　

売却収入

６年度以降の

　

事業費見込 0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

５

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 行政経営
施策体

令

系
施策の内容 健全な財

和

政運営

目
　
　
　
的

　市

４

民税、固定資産税、軽

年

自動車税等の賦課

主
た

度

る
内
容

　各税目の課税

評

客体に応じ、必要な情

価

報を取
事務を適正かつ

）

効率的に遂行する。 得

刈

し、電算システムに当

谷

該情報を入力の上、
賦

市

課を決定し、納税通知

事

書を送付する。

位
置
づ

務

け

関連計画  

根拠法令

事

地方税法、刈谷市税条

業

例、刈谷市都市計画税

評

条例

対象者 納税義務者

価

事業期間 ～

実施方法 ■

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２年度実績

当

３年度実績 ４年度実績

部

５年度計画

・各税納付

総

書、封筒等作成 ・各税

務

納付書、封筒等作成 ・

部

各税納付書、封筒等作

一

成 ・各税納付書、封筒

般

等作成
・データパンチ

会

委託 ・データパンチ委

計

託 ・データパンチ委託

賦

・データパンチ委託
・

課

標準宅地の鑑定評価 ・

事

標準宅地の鑑定評価 ・

務

標準宅地の鑑定評価 ・

事

標準宅地の鑑定評価

下

業

記のとおり適正な賦課

担

を実施した。

成果
課税

当

額  　　市民税  

課

     15,39

税

6,702千円   

務

  固定資産税   

課

16,702,875

款

千円 　　都市計画税

項

   3,032,0

目

43千円

      

担

    　軽自動車税

当

      342,

係

048千円     

税

たばこ税      

制

1,155,503千

係

円

課題

指標名称（単位

2

）
実績値 目標値

２年度

2

３年度 ４年度 ５年度 ７

2

年度

活動 個人住民税、固定資産税、軽自動車税納税通知書発 114,548 114,278 116,172 116,600 117,600
指標 送通数（通）
活動 個人住民税、固定資産税（償却資産）データパンチ 43,98



との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 83,010 91,784 90,058 95,403 合計 90,058,067 円
需用費 509,630 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 70,803,414 円
使用料及び賃借料

一般財源 83,010 91,784 90,058 95,403 12,774,689 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 19,935 21,160 18,936 19,480 交付金 5,970,334 円

総事業費（①＋②） 102,945 112,944 108,994 114,883

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

５

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 行

令

政経営
施策体系

施策の

和

内容 健全な財政運営

目

４

　
　
　
的

　電算システ

年

ムの利用により、課税

度

計算を迅

主
た
る
内
容

　

評

電算システム機器を借

価

上げ、電算システム
速

）

かつ正確に実行すると

刈

ともに、税情報を適 の

谷

保守管理を行う。
切に

市

管理する。

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 地方

務

税法、刈谷市税条例、

事

刈谷市都市計画税条例

業

対象者 納税義務者 事業

評

期間 平成１５年度 ～

実

価

施方法 □直営　■委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

担

年度実績 ３年度実績 ４

当

年度実績 ５年度計画

・

部

保守管理 ・保守管理 ・

総

保守管理 ・保守管理
・

務

市民税システムマイナ

部

ン　 ・市民税システム

一

マイナン　 ・市民税シ

般

ステムマイナン　
　バ

会

ー改修等 　バー改修等

計

　バー改修等
・住民税

賦

試算システムの導入

下

課

記の納税義務者及び課

事

税対象物件のデータを

務

システムで適正に管理

シ

するとともに、適切な

ス

賦課事務を遂行できた

テ

。

成果
賦課件数 

　市

ム

民税　　　個人： 8

管

4,941人　 法人

理

： 3,897法人、

事

　軽自動車税　42,

業

406台

　固定資産税

担

　土地：110,13

当

6筆   家屋：52

課

,120棟、　　都市

税

計画税　土地：60,

務

166筆   家屋：

課

45,913棟

課題

指

款

標名称（単位）
実績値

項

目標値

２年度 ３年度 ４

目

年度 ５年度 ７年度

活動

担

個人住民税（当初課税

当

）及び法人市民税エル

係

タック 142,467

税

158,755 169

制

,090 170,00

係

0 175,000
指標

2

ス課税件数（件）
活動

2

固定資産税（償却資産

2

）電子申告件数（件） 2,115 2,502 2,693 2,700 2,800
指標

 
他市


